
○ 全国様々な形で農福連携の取組が行われてきているだけではなく、民間主体、行政主体の推進母体も設立
されており、全国への定着が図られています。

福祉事業所が農業に取り組む、農業経営体が障がい者を雇用する等、障がいの
ある人たちが農業で働くことは、古くから行われていた。
※ 植村牧場株式会社（奈良県） 40年前から障害者を雇用を始め、

現在は14名が雇用。

障がい者が農業で働く取組自体は数十年前から行われている

「農福連携」という言葉を用いて、農業の担い手確保対策、就労支援対策として明確に位置付け、積極的に推進が
行われたのは、平成22年の鳥取県による「鳥取発！農福連携モデル事業」が最初。

平成22年：「農福連携」元年

3月：民間主体の推進母体である「全国農福連携推進協議会」が発足、

7月：都道府県の枠を超えて「農福連携全国都道府県ネットワーク」が発足（現在45都道府県が参画）。

平成27年：日本初の農福連携マルシェが開催

農林水産省、厚生労働省の共催により、農福連携マルシェが開催。マル
シェの開催は全国40道府県に拡大、ノウフク商品（障害者が生産や加工
に携わった農産物・農産加工品）の魅力を発信の場として定着。

平成29年：農福連携の全国的なムーブメントに

牧場で牛舎管理を担う

ノウフク商品の魅力を発信

４－４ 農福連携の全国的な広がり
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○事業内容

１ 福祉農園等整備事業
休憩施設整備、水道配管整備

２ 福祉農園等支援事業
農業技術指導等

○事業内容

１ 福祉農園等整備事業
農業用ハウス、水耕栽培用ベッド、出荷作業用施設等の整備

２ 福祉農園等支援事業
農業技術研修等

○ 水耕栽培による野菜販売の他にエディブルフラワーの栽培に取り組み
始め、販路拡大を図る。

○ 多様な作業内容があり比較的軽度な作業が多い水耕栽培を行うことで、
障害者の雇用促進に取り組む。

○ 障害者の他に地域の高齢者や女性を雇用することにより、地域の活
性化を図る。

取組内容

農山漁村振興交付金（農福連携対策）による取組への支援

エディブルフラワーの栽培 地元イベントでの販売活動

○ 農園面積の拡大に伴う売り上げの向上。
○ 農業用ハウスの増設による障害者の雇用の場の拡大。
○ 多種な野菜やエディブルフラワー等の栽培により、地元スーパー、道の
駅等への販売強化とインターネットによる販路の拡大。
○ 最低賃金以上の工賃の向上。

取組の具体的効果

株式会社ファーム海女乃島

４－５ 東海農政局管内における農福連携の推進
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名張市障害者アグリ雇用推進協議会

○ 障害者の農業分野における就労訓練の場として農園を活用する中で休憩
施設（農業用倉庫及びトイレ設定を含む）を整備する。

○ 地域の障害者の利用の他にも、近隣の特別支援学校とも連携し、卒
業後の就労がスムーズに行えるよう、学習の場としても農園を活用する。

○ 農業就労を支援する農業ジョブトレーナーの人材を育成する。

取組内容

休憩施設整備 学習の場として活用

○ 休憩施設の整備により障害者の農作業の効率が向上。
○ 就労人数や就労訓練人数の増加。
○ 農業ジョブトレーナーの活動機会の増加による技能の向上。

取組の具体的効果

◎比較的軽度な作業が多い水耕栽培のハウス生産において、
障害者の雇用を促進

◎農業での就労を希望する障害者のニーズに対応し、
安心して就農訓練に望めるような環境を整備

あ ま の し ま



５．鳥獣被害対策/ジビエ利用の推進
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 野生鳥獣による農作物被害額は、近年、２００億円前後で推移。全体の７割がシカ、イノシシ、サル。

 森林の被害面積は全国で年間約７千ha（平成28年度）で、このうちシカによる被害が約８割を占める。

 水産被害としては、河川・湖沼ではカワウによるアユ等の捕食、海面ではトドによる漁具の破損等が深刻。

 鳥獣被害は営農意欲の減退、耕作放棄・離農の増加、さらには森林の下層植生の消失等による土壌流出、希
少植物の食害、車両との衝突事故等の被害ももたらしており、被害額として数字に表れる以上に農山漁村に深
刻な影響を及ぼしている。

５－１ 野生鳥獣による農林水産被害の概況（全国）
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５－２ シカ、イノシシの推定個体数及び狩猟者の推移（環境省調べ）
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図１ 農作物被害額の推移（東海）
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 東海地域では、侵入防止柵の整備や大量捕獲技術の普及による捕獲の推進など総合的な被害対策の効果に
より、平成22年度をピークに減少傾向となっており、平成28年度の被害金額は10.1億円となったが、当地域にお
いても全国と同様、営農意欲の減退など数値に表れる以上に農山漁村に依然深刻な影響を及ぼしている（図
１）。

 鳥獣種別では、獣類が６６％を占め、その内訳はイノシシ、サル、シカの順に多くなっている。また、鳥類は全体
で３４％を占め、うちカラスが１９％となっている。県別では、岐阜県及び三重県ではイノシシ、愛知県ではカラス
による被害が最も多くなっているが、三重県ではサルによる被害も多い（図２）。

５－３ 野生鳥獣による農作物被害の概況（東海）
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 鳥獣被害の深刻化・広域化を踏まえ、平成19年12月に「鳥獣による農林水産業等に係る被害防止のための特別
措置に関する法律」が成立。

 この法律に基づき、市町村が被害防止計画を作成し、侵入防止柵の整備、追い払い活動、捕獲、エサ場の除去な
ど被害防止のための取組を地域ぐるみで総合的に実施。これら取組に対し、国は財政支援などを実施。

 東海地域では、125市町村のうち89市町村が被害防止計画を作成し、地域ぐるみで総合的な鳥獣被害防止対策を
実施（平成29年10月末現在）。

（１）鳥獣被害防止特措法の概要

農林水産大臣が被害防止施策の基本指針を作成

基本指針に即して、市町村が被害防止計画を作成

被害防止計画を作成した市町村に対し、必要な支援措置を実施

権限委譲 人材育成財政支援

（２）被害防止計画の作成状況

資料：各県報告（平成29年10月末現在）

全市町村数
被害防止計画
作成市町村数

全 国 1,741 1,462

東 海 125 89

岐阜県 42 35

愛知県 54 30

三重県 29 24

５－４ 鳥獣被害防止対策の概要
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